
●２００５年１２月議会 教育市民委員会・議案外質疑 

            ＞＞＞法的な社会生活に関する学習の強化について 

            ＞＞＞自転車免許証発行制度の検討について 

       ＞＞＞小学校通学にバス通学を導入する場合のコストについて 

高木質問                                

 

 冒頭に４点、通告でさせていただきましたが、３点目の事項につきましては、

現場で取り組んでいただいているということでしたので、取り下げとさせてい

ただきます。 

 

 ３点伺います。 

 

１） まず、１点目、法的な社会生活に関する学習の強化についてなのですが、

子どもが将来、現実の世の中に生きていくに当たり、社会生活に関する知識は

必要不可欠と考えます。 

 

 私自身、現職、前職の中で、一般の方からさまざまな相談を伺う機会があっ

たのですが、訪問販売にだまされてしまった例、多重債務に陥ってしまった例、

口約束の契約をほごにされてしまった例、簡単に連帯保証人欄に印鑑を押して

しまった例など、基本的な契約概念や知識を持っていれば防げたであろう被害

は枚挙にいとまがありません。 

 

 こういった社会常識をどこまで学校で教え、どこまで家庭の責任とするかは

一つの問題ではあるのですが、日本人のお人好しな国民性と欧米方式の契約概

念の希薄さがあらわれておりまして、大人がこういった状況では、家庭生活で

子どもにこういった内容の重要性を教えることはほぼ不可能ではないかという

ことをいろいろ経験してまいりました。ここは、学校教育に期待するしかない

というのが率直な思いです。 

 

 今後は、国際化が進む中で、ますます必要な生きる力に、こういった契約の

概念というのはなってくると思われます。また、加えて、相談の中には、不当

労働をさせられているがどうしたらいいかわからないといったケースや、以前、

栃木で制度を知らないために生活保護を申請せずに死亡した母子の例がありま

したが、そういったケースのように、社会の仕組みが実は余りにも知られてい

ないということを痛感することも多くあります。 

 



 こういったことに関して、例えば中学では、公民と技術家庭の教科の中で学

ぶ機会があるということで、私も教科書を実際に見せていただいたのですが、

教科書の中でも決して分量が多いとはいえず、また、記述が俯瞰的な説明にな

っておりまして、どこか他人事の感じで、制度を概観するというようなことで、

そのまま他人事で学習を終えてしまいそうな記述も見受けられます。 

 

 実社会で身を守れるような実効性のある教え方が必要かと思いますが、どの

ような工夫をしているかお教えください。授業の中でどのような工夫をしてい

るかです。あと、副読本を作成して活用するのも有効と考えますが、御見解を

伺いたいと思います。 

 

２） 次に２点目、自転車免許証発行制度の検討について伺います。 

 

 自転車の運転は、自動車と違い、ルールやマナーを学ぶ場がないまま公道を

走っているのが実情ですけれども、ルールやマナーをきちんと守ると事故の被

害者を減らすことができます。 

 

 荒川区において、自転車の運転に講習を行い、修了者に自転車の運転免許証

を発行する制度を導入したところ、小中学生を中心に受講があり、好評で、成

果を上げているとのことでした。 

 

 実は、埼玉県警でも、昨年度から同様の制度を、小学校を回って行っている

とのことで、昨年度 10校、本年度 11校を実施、年度中にさらに 10校実施予定

と聞いています。成果が大変期待されるところなのですが、できれば市内全校

で実施できるよう、市の協力により実現させることはできないか伺います。 

 

 また、全校がなかなか無理ということであれば、夏休み中に、所属校や年齢

に関係なく希望者が受講できるような形式の講習会を、市内の数か所で行って

はいかがかと考えますが、こういったことを要請していくことはできないか伺

います。 

 

３） 次に、４番に書きました、小学校通学にバス通学を導入する場合のコスト

について伺います。 

 

 広島、栃木と小学校１年生をねらった痛ましい事件が起きてしまいました。

いずれも下校中のことであり、通学の安全の見直しが全国で問題になっている



ことと思われます。 

 

 本市におきましても、本日も御説明をいただきましたが、さまざま対策を講

じているところと伺っておりますが、若干とっぴに聞こえるかもしれませんが、

抜本的な対策の一つには、通学バスの導入もあるかと思われます。 

 

 まだ、私も詳しくは調べられておりませんが、欧米においては、子どものみ

の徒歩通学というのはむしろ珍しいという国もあるということを聞いたことが

ありますので、どのような方法で、どのような対象に対して導入するかでコス

トも違ってくるかと思いますが、危険箇所について導入していくなど、いろい

ろな方法が考えられるかと思います。 

 その導入方法で違うと思いますが、想定されるコストはどれほどか伺います。

実行可能な範囲で、導入、運行の方法を探ってはどうかと思いますが、検討に

ついて伺います。 

 

回答                                  

 

１）それでは、１番目の法的な社会生活に関する学習の強化についてお答えを

させていただきます。 

 

 中学校では、社会科、そして技術家庭科の指導を通しまして、社会制度にか

かわる学習を進めておるところでございます。社会科の公民的分野におきまし

て、消費者と権利の保護、租税の意義と役割及び納税の義務、そして社会保障

の充実等につきまして、また、技術家庭科の家庭分野におきましては、消費者

の権利、あるいは責任ある行動等について学習をしております。 

 

 指導に当たりましては、各学校とも、教科書以外に公民の資料集やさいたま

市消費生活総合センターのリーフレット、あるいは埼玉県租税教育推進協議会

の冊子等を副読本として活用をしております。 

 

 さらに、税理士等専門家を招きました租税教室をはじめ、模擬選挙、あるい

は模擬裁判を実施する学校もふえてきておりまして、裁判所の近隣の学校では、

実際に裁判を傍聴するなど、生徒がより現実感を持って学習に取り組めるよう、

効果的な指導の工夫や研究が進められております。 

 

 教育委員会といたしましては、関連の他の資料等の副読本としての活用も含



めまして、児童生徒に社会生活に関する正しい知識や判断力が確実に身につき

ますよう、今後とも指導の一層の工夫改善に努めてまいります。 

 

２）続きまして、２番目の自転車運転免許証発行制度の検討についてお答えを

いたします。 

 

 自転車事故防止につきましては、交通ルールを遵守する、あるいはマナーを

守る、こういった意義、意識の高揚を図ることが大切であると認識をしており

ます。教育委員会といたしましては、市内すべての小中学校で実施している交

通安全に関する講話、あるいは交通安全教室等の体験活動をより充実させてま

いります。 

 

 自転車運転免許証発行制度につきましては、これは埼玉県警察が主体となっ

て、市内警察署管内管轄区域ごとに年間３校という限度がありまして、その限

度内で実施しておるというのが現状のようでございます。 

 

 今後、実施の学校数の拡大が図られますように、要望をしてまいりたいと思

います。 

 

３）４番目でございますが、小学校通学にバス通学を導入する場合のコスト等に

つきましての件についてお答えをいたします。 

 

 スクールバスによる通学につきましては、通学途上の安全を確保するという

うえでは、一つの方法であるかとは思います。 

 

 現在、全国で実施されておりますスクールバスによる通学は、遠距離通学の

解消を目的とした過疎地対策としてのものであると聞いております。さいたま

市のように、大変都市化が進んでいる自治体におきましては、交通事情、ある

いは学校数も多く、通学距離もある程度一定であるということから、スクール

バスによる通学は検討されることはありませんでした。 

 

 登下校の安全対策を目的といたしますスクールバスの導入となりますと、学

校を含めた地域の実情にもよりますけれども、通学距離によって制限ができる

のか、あるいは学年は１年生に限定するのかなど、条件によって費用も大きく

変動するものと思われます。 

 



 したがいまして、費用の積算も大変困難でございますけれども、現在、市立

養護学校に導入しておりますスクールバスの１台当りの年間委託料がおよそ

850 万円であることから、仮に小学校１校に１台導入した場合、100 校分で年間

８億 5,000 万円、１年生全員を対象にした場合、１クラスにつき１台のバスと

いう導入を考えました場合、335 クラス分がございますので、総額は 28億 5,000

万円の計算ということになります。 

 

 スクールバスの導入につきましては、先ほど述べました通学距離、あるいは

学年の限定のほか、登校に必要な時間、あるいは経路、交通渋滞であるとか、

あるいは運行時間等があるわけでございますが、バス発着所の確保をどうする

のか等、実現に向けて検討をしていく課題が大変多く、問題もあると思われま

すけれども、今後、研究をしていきたいとは考えております。 


